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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第83期第１四半期連結累計期間及び第82期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第82期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半

期純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第82期

第１四半期連結 
累計期間 

第83期
第１四半期連結 

累計期間 
第82期 

会計期間 
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日 

自平成24年４月１日
至平成24年６月30日 

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日 

売上高（百万円）  16,732  21,808  87,839

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △315  568  4,426

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △787  274  1,416

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △661  △131  2,026

純資産額（百万円）  14,975  17,223  17,383

総資産額（百万円）  67,323  68,410  70,050

１株当たり四半期（当期）純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 

 △8.21  2.86  14.76

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  18.7  21.9  21.5

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があっ

た事項は次の通りです。なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ

（当社及び連結子会社）が判断したものであります。 

  

（11）訴訟その他の法的手続について 

 当社グループが事業を展開する上で、製品の欠陥による製造物責任のほか、知的財産権、労務等について訴訟の

対象となるリスク、環境汚染についての法的リスク等があり、その結果によって、当社グループの業績及び財政状

況に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当社は、米国司法省及び欧州委員会より自動車部品事業に関する情報の提供を求められており、また、自

動車用ランプ取引に関して独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立ち入り検査を受けており

ます。本件に関しては、課徴金等の法的措置やその他の金銭的負担が生じる可能性があり、当社グループの業績及

び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

（１）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災からの復興が徐々に進み、緩やかに回復の兆しを

見せたものの、円高の長期化や電力供給の問題等先行きの不透明な状況が続きました。世界経済においては、欧州の

財政問題が深刻化し、新興国でもその影響による景気減速の傾向が見られる等、予断を許さない状況となりました。

 当社グループが属する自動車業界におきましては、震災からの復興需要やエコカー補助金の効果等により、当第１

四半期における国内自動車生産台数は前年同期比で大幅に増加いたしました。 

 このような環境の下、当社グループは、強固な企業体質を目指し、利益確保を最優先にグループ一丸となって、よ

り一層の経費低減をはじめ、あらゆる合理化に取り組んでまいりました。その結果、当第１四半期連結累計期間にお

いて、売上高は21,808百万円（前年同期比30.3％増）、営業利益は161百万円（前年同期は営業損失469百万円）、経

常利益は568百万円（前年同期は経常損失315百万円）となりました。四半期純利益は、特別調査費用160百万円を特

別損失に計上したこと等により274百万円（前年同期は四半期純損失787百万円）となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

①自動車部品事業 

 自動車部品事業におきましては、震災からの復興需要やエコカー補助金の効果等により自動車生産台数が増加した

こと等により、売上高は19,184百万円（前年同期比31.9％増）、営業利益は191百万円（前年同期は営業損失356百万

円）となりました。 

②用品事業 

 用品事業におきましては、売上高は1,702百万円（前年同期比10.9％増）、営業損失は80百万円（前年同期は営業

損失146百万円）となりました。 

③その他事業 

 その他事業におきましては、売上高は2,268百万円（前年同期比33.5％増）、営業利益は56百万円（前年同期比

54.1％増）となりました。 

  

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（３）研究開発活動  

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,336百万円であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  200,000,000

計  200,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  96,036,851  96,036,851
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

1,000株  

計  96,036,851  96,036,851 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年４月１日～

平成24年６月30日 
 －  96,036,851  －  8,929  －  2,261

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －  － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） －  －  －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    125,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   95,612,000  95,612 －  

単元未満株式 普通株式    299,851 － － 

発行済株式総数  96,036,851 － － 

総株主の議決権 －  95,612 － 

  平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

市光工業株式会社 
神奈川県伊勢原市板戸 

80番地 
 125,000  －  125,000  0.13

計 －  125,000  －  125,000  0.13

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,273 14,051

受取手形及び売掛金 ※2  15,687 ※2  14,990

電子記録債権 829 824

有価証券 8 8

商品及び製品 3,985 3,699

仕掛品 1,018 1,143

原材料及び貯蔵品 1,741 1,758

繰延税金資産 111 113

その他 2,398 2,995

貸倒引当金 △252 △278

流動資産合計 40,800 39,307

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,621 7,452

機械装置及び運搬具（純額） 4,792 4,596

工具、器具及び備品（純額） 1,027 1,184

土地 3,928 4,076

リース資産（純額） 2,976 2,787

建設仮勘定 1,972 2,244

有形固定資産合計 22,319 22,341

無形固定資産 232 323

投資その他の資産   

投資有価証券 3,894 3,588

繰延税金資産 114 117

その他 2,692 2,736

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 6,696 6,438

固定資産合計 29,249 29,103

資産合計 70,050 68,410
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  16,102 ※2  15,814

短期借入金 1,736 1,742

1年内返済予定の長期借入金 5,560 5,726

リース債務 1,995 1,858

未払法人税等 209 97

未払費用 3,048 3,537

役員賞与引当金 47 52

製品保証引当金 1,316 1,322

環境対策引当金 940 937

その他 2,542 2,623

流動負債合計 33,499 33,713

固定負債   

長期借入金 8,641 6,980

リース債務 1,146 1,109

繰延税金負債 173 96

退職給付引当金 7,868 8,078

資産除去債務 224 224

その他 1,113 984

固定負債合計 19,167 17,474

負債合計 52,666 51,187

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,929 8,929

資本剰余金 2,708 2,708

利益剰余金 5,383 5,658

自己株式 △30 △31

株主資本合計 16,991 17,265

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 106 △97

為替換算調整勘定 △2,038 △2,179

その他の包括利益累計額合計 △1,931 △2,277

少数株主持分 2,324 2,235

純資産合計 17,383 17,223

負債純資産合計 70,050 68,410

- 7 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 16,732 21,808

売上原価 14,502 18,611

売上総利益 2,229 3,197

販売費及び一般管理費 2,699 3,035

営業利益又は営業損失（△） △469 161

営業外収益   

受取利息 18 16

受取配当金 48 43

持分法による投資利益 148 －

固定資産賃貸料 81 87

受取ロイヤリティー 11 12

受取技術料 18 413

その他 42 79

営業外収益合計 368 654

営業外費用   

支払利息 126 93

固定資産賃貸費用 23 28

為替差損 41 64

持分法による投資損失 － 37

その他 23 22

営業外費用合計 214 246

経常利益又は経常損失（△） △315 568

特別利益   

固定資産売却益 5 1

その他 0 －

特別利益合計 5 1

特別損失   

固定資産処分損 14 4

投資有価証券評価損 － 20

退職特別加算金 192 －

関係会社清算損 125 －

特別調査費用 － 160

その他 45 －

特別損失合計 377 185

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△687 385

法人税等 71 94

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△758 290

少数株主利益 28 16

四半期純利益又は四半期純損失（△） △787 274
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△758 290

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 20 △207

為替換算調整勘定 △101 △323

持分法適用会社に対する持分相当額 179 107

その他の包括利益合計 97 △422

四半期包括利益 △661 △131

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △666 △70

少数株主に係る四半期包括利益 5 △60
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（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益はそれぞれ1百万円増加しております。 

  

（退職給付引当金の数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理年数の変更） 

 当社及び国内連結子会社では、従来、退職給付引当金の数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理年数を15

年としておりましたが、従業員の平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当第１四半期連結会計期間より費用処

理年数を14年に変更しております。 

 これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益は、それぞれ26百万円減少しております。 

   

（税金費用の計算）  

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。 

  

１ 受取手形割引高  

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形 

  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

 なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四

半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

３ 偶発債務 

 当社は、米国司法省及び欧州委員会より自動車部品事業に関する情報の提供を求められており、また、自動車

用ランプ取引に関して独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会による立ち入り検査を受けておりま

す。本件に関しては、課徴金等の法的措置やその他の金銭的負担が生じる可能性がありますが、現時点では、検

査等が進行中であることから、連結財務諸表に与える影響額を合理的に見積ることは困難であります。 

  

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。 

【会計方針の変更】

【会計上の見積りの変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  

  

前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 

（平成24年６月30日）  

 受取手形割引高   307 百万円  246 百万円 

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日） 

受取手形  百万円 45  百万円 34

支払手形    88  51

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成23年４月１日  

   至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成24年４月１日  

   至 平成24年６月30日） 

 減価償却費 1,527 百万円  1,133 百万円 

- 10 -



Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用ロボット製造事業、

自動車部品用原材料輸出入事業及びグループ内福利厚生事業等を含んでおります。 

   

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用ロボット製造事業、

自動車部品用原材料輸出入事業及びグループ内福利厚生事業等を含んでおります。 

   

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

           （単位：百万円）

  
 報告セグメント 

その他 合計  
自動車部品 用品  計  

売上高  

外部顧客への売上高 14,499 1,534 16,034  698 16,732

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  42   0   42   1,001   1,044

計 14,542 1,534 16,076  1,699 17,776

セグメント利益又は損失（△） △356 △146 △502  36 △466

  （単位：百万円）

利益  金額 

報告セグメント計 △502

「その他」の区分の利益 36

セグメント間取引消去 △3

負ののれんの償却額 0

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △469

           （単位：百万円）

  
 報告セグメント 

その他 合計  
自動車部品 用品  計  

売上高  

外部顧客への売上高 19,142 1,702 20,844  964 21,808

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  41   0   41   1,303   1,345

計 19,184 1,702 20,886  2,268 23,154

セグメント利益又は損失（△） 191 △80 110  56 167

  （単位：百万円）

利益  金額 

報告セグメント計 110

「その他」の区分の利益 56

セグメント間取引消去 △6

四半期連結損益計算書の営業利益 161
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３．報告セグメントの変更等に関する事項  

（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以

後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、「自動車部品事業」で

1百万円増加しております。なお、「用品事業」及び「その他」への影響は軽微であります。 

  

（退職給付引当金の数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理年数の変更） 

 当社及び国内連結子会社では、従来、退職給付引当金の数理計算上の差異及び過去勤務債務の費用処理年数

を15年としておりましたが、従業員の平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当第１四半期連結会計期間よ

り費用処理年数を14年に変更しております。 

 これにより、従来の費用処理年数によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、

「自動車部品事業」で25百万円減少し、セグメント損失が、「用品事業」で1百万円増加しております。なお

「その他」への影響は軽微であります。 

  

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失金額（△）であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

   該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は1株当り四半

期純損失金額（△） 
円 銭 △8 21 円 銭 2 86

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）（百万円） 
 △787  274

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）（百万円） 
 △787  274

普通株式の期中平均株式数（千株）  95,914  95,910

（重要な後発事象）

- 12 -



 該当事項はありません。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている市光工業株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。  

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

  

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、市光工業株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年８月10日

市光工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 榊  正壽  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内藤 哲哉  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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